別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健所費　目：保健所費
	事業名:女性健康支援センター事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
健康福祉部　保健医療課　母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2546）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：538千円（前年度予算額：386千円）
	事業内容


	１　事業の内容


妊娠・出産等特有の機能を有することから女性が抱える様々な支障や心身の悩みに
ついて、自らの健康状態に応じた的確な自己管理が行えるよう相談体制を整え、生涯を通じた女性の健康の保持増進を支援する。

①相談業務の実施
　相談時間：毎週(月)～（金）の9:00～17:00　※土曜日、休日、年末年始を除く。

　相談方法：電話、面接、訪問指導

　相談内容：思春期の体、妊娠・避妊・思いがけない妊娠、婦人科系疾患、女性のメ

ンタルヘルス、HTLV-1母子感染予防、性感染症予防等の健康課題に係る相談応需　
②地域関係機関連携会議の開催

　　各保健所管内の保健、医療、福祉、教育、警察関係機関による連携会議を開催し、

地域における生涯を通じた女性の健康支援に係る連携強化を図る。

③健康教育の開催
　　　思春期の子供たちを対象としたいのち（＝性）の教育や、女性の健康課題をテー
マとした健康教育を保健所職員が出前講座で実施する。　
④窓口機能向上対策事業

　　女性健康支援センターの資質の向上を図るため、相談業務従事者を対象に最新の
知識を普及する講座の開催。

⑤思春期ピアカウンセラー活動支援事業
　　　学生を中心とした思春期ピアカウンセラーの活動を支援するため、地域の保健、
医療、教育等バックアップ機関による連携会議を開催する。

	２　所要経費


　　女性健康支援センター事業費　 538千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり　１子どもを産み育てやすい地域をつくる
	２　これまでの取組状況


・国民運動「健やか親子２１」に掲げる思春期保健対策の強化と健康教育の推進に基づき、県では平成１０年から２０年度まで子どもたちに「性（＝生＝いのち）」の大切さを教育する地域の保健・医療・教育関係機関の専門職や保護者を対象に研修会を開催。
・関係機関の連携体制の構築が課題となり、平成２１年度から２３年度まで「将来の子どもたちの安全なお産を支えるためのいのちの教育対策強化事業」として、教育実践者の育成、関係機関連携強化会議、いのちの教育出前講座事業を各保健所で実施。
・平成２３年度からは各保健所を「女性健康支援センター」とし、思いがけない妊娠等女性特有の健康課題に関する個別の相談応需、関係機関のネットワーク化機能を付加。
・また、平成１５年度から岐阜保健所でピアカウンセリング事業を開始し、現在はピアカウンセラーが円滑に活動できるよう支援することを県の役割としている。
	３　これまでの取組に対する評価


・性の無知は、思いがけない妊娠を招き、母子手帳未交付、妊婦健康診査未受診、子ども虐待、性感染罹患、反復する妊娠とハイリスク妊婦、虐待への連鎖を招く。10代の人工妊娠中絶は年々減少しているが、平成21年度は458件であり、同年代の出産203件を加えた661件の10代の女性が妊娠という課題に直面したことになり、女性健康支援センターの機能強化と官民協働によるサポート体制を維持する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	386

	193

	0

	0

	0

	0

	0

	0

	193


	要求額
	538
	269
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	269

	決定額
	538
	269
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	269


